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企業年金と職業年金の比較 

強制力の有無 

制度の形態 

管理者 

規模の効果 

企業年金：任意 

職業年金：強制参加 

企業年金：DC(確定拠出型) 

職業年金：DB(確定給付型)＋ＤＣ 

企業年金：年金管理資格を有する業者 

職業年金：中央及び省レベルの社会保障運営機関+業者 

企業年金：企業単位 

職業年金：中央と省単位 



政府機関および事業単位の年間拠出額概算（2014年末現在） 

分類 人数 

（万人） 

年間平均賃金 

（万元） 

年間拠出額 

（億元） 

政府機関 中央 65 9.34 32.78 

地方 756 6.42 262.09 

準公務員 

管理事業単位 

中央 8 9.01 3.89 

地方 130 5.76 40.43 

事業単位 中央 201 9.82 106.59 

地方 2778 5.58 837.07 

合計 —— 3938 —— 1282.85  
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•                                                          企業年金基金運用のフローチャート 

受託者 

カストディアン 投資管理者 口座管理者 

中国証券登記決済機構 
中央国債登記決済機構 

その他 

決済銀行 

委託者 

監督機構 

受託者が指定した 
特別勘定 

投資運用報告 

企業と従業員の納付 

企業年金基金の
運用枠を通知 

投資運用報告 
取引データ 

取引データ、決済指示、 
決済、計算、資産価値の評価 

納付情報 
各種支給通知 

納付報告、着金結果、各種支給結
果、管理状況の報告 

納付情報、 
各種支給通知 

 支給結果の計算、 
 講座管理報告 

基金 
管理 
報告 

口座管
理報告 

各種カストディ報告 

年金の支給 
または移動 

 納付着金結果 
 支給または移動結果 
 資産価値の評価結果 
 残高の確認 

運用に伴う資金決済 

資金の流れ 
情報の流れ 

情報照会サービス 

納付情報、各種通知 

取引 
データ 

取
引
デ
ー
タ 

納付着金結果、 
支給と移動結果、 
資産価値の評価、各種カストディ報告 
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年金運用の管理監督：事業者参入資格 

資格認定：2005年+2007年 

資格更新：5年ごと 

資格喪失：上海国際信託有限公司+広発基金管理有限公司 



企業年金管理業者リスト 

No  業者名 受託  勘定管理 カストディ 指図 

1  華宝信託投資有限责任公司 √ √ 

2  中信信託投資有限责任公司 √ 

3  平安養老保険股份有限公司 √ √ √ 

4  太平養老保険股份有限公司 √ √ √  

5  中国建設銀行股份有限公司 √ √ √ 

6  中国工商銀行股份有限公司 √ √ √ 

7  中国銀行股份有限公司 √ √  

8  招商銀行股份有限公司 √ √ √ 

9  交通銀行股份有限公司 √ √ 

10  中国光大銀行 √ √ 

11  海富通基金管理有限公司 √ 

12  華夏基金管理有限公司 √ 

13  南方基金管理有限公司 √ 

14  易方達基金管理有限公司 √ 

15  嘉実基金管理有限公司 √ 

16  招商基金管理有限公司 √ 

17  富国基金管理有限公司 √ 

18  博時基金管理有限公司 √ 

19  上海浦東発展銀行股份有限公司  √ √ 

20  新華人寿保険股份有限公司  √ 

21  中国人寿養老保険股份有限公司  √ √ √ 

22  泰康養老保険股份有限公司  √ √ 

23  泰康資産管理股份有限公司  √ 

24  銀华基金管理有限公司  √ 

25  中国国际金融有限公司  √ 

26  華泰資産管理有限公司  √ 

27  長江養老保険股份有限公司  √ √ √ 

28  国泰基金管理有限公司  √ 

29  中国民生銀行股份有限公司  √ √ 

30  中信銀行股份有限公司  √ √ 

31  工銀瑞信基金管理有限公司  √ 

32  中国人保資産管理股份有限公司  √ 

33  中国農業銀行股份有限公司  √ √ 

34  中信証券股份有限公司  √ 

35  建信養老金管理有限责任公司  √ √ √ 

合计  11  18  10  21  



年金投資の監督管理：運用先と比率 

フェーズ 公文書 運用先 運用比率 

 
 
 
 
 
2004年-2011年 

 
 
 
 
 
企業年金基金管理試験運用規則 

流動性商品：銀行預金、中央銀行手
形、短期債券レポなど流動性商品並
びにMMF 

基金純資産の20%を下回っては
ならない 

確定収益商品：銀行定期預金、協定
預金、国債、金融債、企業債等確定
収益商品並びに転換社債、債券基金 

基金純資産的の50%を上限、う
ち国債投資の比率は基金純資産
の20%を下回ってはならない 

エクイティ形商品：株式などの権益
型商品並びに投資型保険商品、投資
信託 

基金純資産的の30%を上限、う
ち株式投資の比率は基金純資産
の20%を上回ってはならない 

 
 
 
2011年-2013年 

 
 
 
企業年金基金管理弁法 

債券レポ、ユニバーサル保険商品、
投資連動型保険商品、CP、MTN等の
金融商品。養老金対象商品の概念を
導入 

流動性商品への運用比率の下限
を20%から5%に引き下げた 
基金純資産の20%以上を国債に
投資しなければならない規制を
撤廃 
確定収益商品への運用比率を
50%から95%に引き上げた 

 
 
 
 
2013年-現在 

 
 
 
企業年金基金運用先の拡大に関す
る通知 

商業銀行の理財商品、信託商品、イ
ンフラ債権投資プラン、特定資産管
理プラン、株式指数の先物への運用
を解禁 

レポによる流動性資産は純資産
の100%を超えることを容認し、
5%の現金資産を除いて、上限を
135%に設定。 

特別投資ポートフォリオを構成して、
商業銀行の理財商品、信託商品、イ
ンフラ債権投資プラン、特定資産管
理プラン等に投資することを認める 



審査
承認 

届け出 

中央 

地方 

財政部：中央が管理し、中央が直

接または間接的に株式を所有する

金融企業の年金プラン 

国有資産監督管理委員会：中央管

轄企業の年金プラン 

財政当局：地方が所有する国有ま

たは株式支配する金融企業の年金

プラン 

国有資産監督管理当局：地方の国有

資産監督管理当局が管轄する国有企

業の年金プラン 

地方の人力資源社会保障当局 

人力資源社会保障部 

年金投資の監督管理：プランの審査承認と契約の届出 
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業者対顧客 

業者対当局 

情報 
開示 

管理者は委託者に定期報告、臨時報

告、終了報告など提出 

四半期業務報告書、半期明細報告

書、年度報告書    

年金運用の管理監督：情報開示と報告 

受託者は一般向けに集合資産管理プ

ランの情報を開示 

運用管理者は一般向けに運用実績を

開示 

運用管理者は一般向けに養老金商品

の情報を報告 



職業年金基金の管理情報の報告 

1. 代理人から 
委託者へ 

2. 業者間 3.代理人及び業者から当局へ 

代理人 
届出地の監督当
局・財務当局 

投資 
管理者 

受託者 

カスト
ディアン 

受託
者 

（人力資源社会保

証部の）基金
监管局 

代理
人 

投資
管理
者 

カスト
ディア
ン 

代理
人 

受託
者 

政府機関 
事業単位 

受益者 

13 
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基礎
データ 

業者が
システ
ムを個
別開発 

報告表
の作成 

報告書の

出力  

公表  

データの報告方法見直しの方向性 

基礎
データ 

システ
ムへの
入力 

現
在 

将
来 

システム整備は
養老金産品をパ
イロット事業の
対象とする 

当局で
取りま
とめ 

システ
ムが取
りまと
め 
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     図. 2007～2016年における中国企業年金の発展情況 
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図.2007～2016年における中国企業年金の収益率（%） 

 
 

収益率        
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中国企業年金受給状況の推移         

一括受給者数(万人)         一括受給金額(億元)         分割受給者数(万人)         分割受給金額(億元)         
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企業年金の発展を制約する要素及び要素間の相互関係性 
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規模の分析 

年金積み立て 
企業の分析 

プラン構成 
の分析 

カバー範囲が狭く、基金の積立規模が小さい 

所有制形態により企業の年金プラン設立数が
不均衡 

地域により企業年金プラン設立数が不均衡 

企業年金の加入者数・基金規模は基本養老年
金と比べて不均衡 

運用モデル 
の分析 

管理監督モデ
ルの分析 

集合型プランは単一型プランより遅れている 

受託と勘定管理の分離により非効率 

単一型プランは企業と運用管理者毎にポート
フォリオを組み、資金運用の制約に 

制度設計と市場選択の間にズレがある 

行政監視と業務監督が混同し、管理監督責任が不
明確 
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いくつかの課題 

短期の業績評価と年金基金の長期投資の性質との矛盾 

委託者と受託者の意思決定上の矛盾 

競争の激化と秩序ある発展との矛盾 
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皆様のご批評・ご指導をお願いします。 


